
様式 １ 公表されるべき事項

平成２１年度国立大学法人豊橋技術科学大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1 役員報酬についての基本方針に関する事項

① 平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

期末特別手当の引き下げ ６月期0.15月分，１２月期0.10月分
報酬月額について0.3％減額
減額された報酬月額の較差分（４月から１１月分）を１２月期期末特別手当
で減額調整。

法人の長の改定内容と同じ。

国立大学法人豊橋技術科学大学役員給与規程により，期末特別手当の額は，文部科学
省国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果を勘案し，学長が，その職務実績に
応じ，その額の100分の10の範囲内でこれを増額し，又は減額することができる。

該当者なし

該当者なし

改定なし



２ 役員の報酬等の支給状況

平成２１年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,819 11,916 4,546 357 （地域手当）
※

千円 千円 千円 千円

13,734 9,400 3,587
282
465

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,293 9,400 3,587
282
24

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,373 7,840 3,282
1,179

72
（地域手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

1,200 1,200
（ ）

千円 千円 千円 千円

1,200 1,200
（ ）

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

３ 役員の退職手当の支給状況（平成２１年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

摘 要

A理事

B理事

C理事

Ｄ監事
（非常勤）

注１：「地域手当」とは，民間における賃金，物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給されている
ものである。

監事

法人の長

理事

前職

Ｃ監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人での在職期間

法人の長



Ⅱ 職員給与について
１ 職員給与についての基本方針に関する事項

② 職員給与決定の基本方針
ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

ウ 平成２１年度における給与制度の主な改正点

２ 職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

297 45.2 7,334 5,377 102 1,957
人 歳 千円 千円 千円 千円

111 42.3 5,494 4,106 119 1,388
人 歳 千円 千円 千円 千円

185 46.9 8,453 6,150 91 2,303
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

昇給
毎年１月１日に同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて５段階に設定した
昇給区分により決定する。

６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し，基
準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて，それぞれ支給割
合を決定する。

昇格・降格

昇格：勤務成績が良好であり，かつ，別に定める昇格基準に達した職員を上位の
級に昇格させることができる。

降格：勤務実績が不良な場合は，下位の級に降格させることができる。

教育職種
（大学教員）

うち賞与平均年齢
平成２１年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員

医療職種
（病院医師）

その他医療職種
（看護師）

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（外国人研究員）

① 人件費管理の基本方針

給与種目

賞与：勤勉手当
（査定分）

制度の内容

事務・技術

業務の内容，方法を見直し，効率化，合理化を推進し，常勤職員数の適正な管理を行い
人件費の抑制に努めている。

国家公務員の給与水準を十分考慮し，国家公務員の例に準じた措置を講じている。

昇給，昇格の実施及び勤勉手当の成績率の判定については，勤務評価及び個人評価結
果等を踏まえた勤務成績を考慮している。

・期末・勤勉手当の引き下げ
６月期0.20月分，１２月期0.15月分を減額

・本給月額の引き下げ
本給月額について，0.2から0.3％減額（初任給を中心とした若年層は据置き）

・減額された本給月額等の較差分（４月から１１月分）を，１２月期の期末手当で減額調整
・自宅に係る住居手当（新築・購入後５年間，月額2,500円を支給）を廃止
・本給の調整額の引き下げ
給与規程別表第６（第３７条関係）の調整基本額表 教育職本給表の表中 職務の級
２級「10,500円」を「10,400円」に引き下げ



人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

27 42.4 5,637 5,637 74 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

27 42.4 5,637 5,637 74 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：常勤職員のその他医療職種（看護師）については，該当者が１人のため，当該個人に関する情報が
特定されるおそれのあることから，人数以外は記載していない。

教育職種
（外国人研究員）

医療職種
（病院看護師）

その他医療職種
（看護師）

その他医療職種
（看護師）

事務・技術

再任用職員

教育職種
（外国人研究員）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

その他医療職種
（看護師）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

教育職種
（外国人研究員）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

在外職員

任期付職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

部長 1 - -

課長 6 49.2 7,278 7,382 7,499

副課長 5 52.3 6,950 7,334 7,532

係長 51 47.6 5,605 6,013 6,397

主任 11 44.5 4,558 5,253 5,855

係員 37 31.7 3,309 3,809 4,220
部長の該当者は１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，平均年齢

及び年間給与の平均額は表示していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及び再任用
職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均平均年齢分布状況を示すグループ 人員
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（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

教授 73 55.6 9,798 10,288 10,823

准教授 58 45.2 7,742 8,140 8,668

講師 8 39.8 6,122 7,131 7,782

助教 37 35.7 5,612 5,940 6,259

助手 9 39.8 4,497 5,209 5,523

人員 平均分布状況を示すグループ 平均年齢
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千円



③

（事務・技術職員）

区分 計 １０級 ９級 ８級 ７級 ６級

標準的 局長 局長 局長 部長 課長
な職位 部長

人 人 人 人 人 人

111 該当なし 該当なし 該当なし 1 該当なし
（割合） （ %） （ %） （ %） ( 0.9%) （ %）

歳 歳 歳 歳 歳

～ ～ ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～ ～

千円 千円 千円 千円 千円

～ ～ ～ ～ ～

区分 計 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的 課長 副課長 係長 主任 係員
な職位 副課長 係長 主任 係員

人 人 人 人 人 人

7 14 52 25 12
（割合） ( 6.3%) (12.6%) (46.8%) (22.5%) (10.8%)

歳 歳 歳 歳 歳

53～39 58～49 58～36 39～29 29～23

千円 千円 千円 千円 千円

6,020～
5,504

5,637～
4,572

4,986～
3,263

3,550～
2,479

2,604～
2,122

千円 千円 千円 千円 千円

7,911～
7,278

7,490～
6,320

6,710～
4,392

4,638～
3,337

3,387～
2,763

７級における該当者が１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，

「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

（教育職員（大学教員））

区分 計 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的 教授 教授 准教授 講師 助教 助手
な職位

人 人 人 人 人 人 人

185 該当なし 73 58 8 38 8
（割合） （ %） (39.5%) (31.4%) ( 4.3%) (20.5%) ( 4.3%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

～ 64～44 63～33 51～32 55～29 53～29

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～

8,929～
5,827

7,165～
4,430

5,958～
4,053

5,462～
3,807

4,187～
3,276

千円 千円 千円 千円 千円 千円

～

12,608～
8,330

9,855～
6,020

8,415～
5,605

7,439～
5,147

5,725～
4,319

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

職級別在職状況等（平成２２年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

年齢（最高
～最低）

人員

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)



④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

62.6 66.8 64.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.4 33.2 35.2

％ ％ ％

最高～最低 42.2～33.9 42.4～30.3 42.3～32.0

％ ％ ％

64.0 68.0 66.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.0 32.0 33.9

％ ％ ％

最高～最低 41.9～32.4 34.5～28.1 37.9～30.6

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

60.1 64.6 62.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.9 35.4 37.6

％ ％ ％

最高～最低 42.9～33.8 40.6～30.2 41.6～31.9

％ ％ ％

63.8 67.5 65.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.2 32.5 34.2

％ ％ ％

最高～最低 42.9～33.1 40.8～29.6 41.8～31.5

⑤

84.1

97.1

98.2

注： 当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

一律支給分（期末相当）

与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／教
育職員（大学教員））

対他の国立大学法人等（教育職員（大学教員）)

一般
職員

一律支給分（期末相当）

対国家公務員（行政職（一））

対他の国立大学法人等（事務・技術職員)

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２１年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案 89.9

参考 学歴勘案 83.6

地域・学歴勘案 90.0

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 96.7

Ⅲ 総人件費について

当年度
（平成21年度）

前年度
（平成20年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は50%を超えているが，
対国家公務員の給与水準指数は下回っており給与水準は適切である。
今後も適正な給与水準の維持に努める。

項目 内容

給与水準の適切性の
検証

（ 3.9 ） （ 44.4 ）

国に比べて給与水準が
高くなっている定量的な
理由

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 ６４％
（国からの財政支出額 5,016,188,000円、支出予算の総額 7,843,601,334
円：平成21年度予算）

【検証結果】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は50%を超えているが，
対国家公務員の給与水準指数は下回っており給与水準は適切である。

（ △9.8 ）
給与、報酬等支給総額

△ 92,025 （ △3.4 ）

（ 5.7 ）3,891,090 3,871,670 19,420 211,209（ 0.5 ）

△ 4,912 （ △1.3 ）

指数の状況

対国家公務員 84.1

△ 280,896

中期目標期間開始時（平成
16年度）からの増△減比較増△減

（注）上記比較指標は，法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に，平成21
年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。
なお，平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との

給与水準（年額）の比較指標である。

【累積欠損額について】
累積欠損額０円（平成21年度決算）

【検証結果】
欠損額を生じないよう，今後も業務運営に努める。

講ずる措置

（ 18.9 ） 408,194106,227 （ 156.6 ）

区 分

非常勤役職員等給与

退職手当支給額
82,30110,130

668,829 562,602

2,590,744 2,682,769

257,563267,693

最広義人件費

1,610363,824 368,736
福利厚生費

（ 0.4 ）



総人件費について参考となる事項

基準年度
（平成17
年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

2,970,583 2,780,519 2,737,196 2,682,769 2,590,744

△ 6.4 △ 7.9 △ 9.7 △ 12.8

△ 6.4 △ 8.6 △ 10.4 △ 11.1

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

総人件費改革の取組状況

年 度

給与、報酬等支給総額
（千円）

①給与，報酬等支給総額及び最広義人件費の前年度からの主な増減について
○給与，報酬等支給総額：対前年度比3.4%減少
・本給，本給の調整額，住居手当，期末・勤勉手当の引き下げ等改正による減少
・早期退職制度の実施による事務職員２名の退職による減少
・教員の人事計画により，退職教員の後任者補充を一定期間制限する人員削減・抑制による
教職員数の減による減少

○退職手当支給額：対前年度比3.9%増加
・教員１名の増加，事務職員２名の減少によるものである

○非常勤役職員等給与：対前年度比18.9%増加
・競争的資金によるプロジェクト研究員等の非常勤職員の増加 ２６名
・競争的資金によるプロジェクト等の遂行に係る事務補佐員等の雇用における
非常勤職員の増加 １４名

○法定福利費，福利厚生費：対前年度比1.3%減少
・常勤職員の減による減少
・非常勤職員の増による増加

注①：「人件費削減率（補正値）」とは，「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）に
よる人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率であり，平成18
年，平成19年，平成20年，平成21年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ
0%，0.7%，0%，▲2.4%である。

注②：基準年度（平成17年度）の給与，報酬等支給総額は，法人移行時人件費予算相当額を基
礎に算出した平成17年度人件費予算相当額である。

②「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47
号）及び「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組の状況

ⅰ）中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項
・効率的な管理運営を行うこと等により，管理経費の抑制に努める。
・「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画
を踏まえ，人件費削減の取組を行う。

ⅱ）中期計画において設定した削減目標，国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方
針
・総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成17年度の人件費予算相当額（法人移行時の人
件費予算相当額を基礎に算出）から，平成21年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。

ⅲ）人件費削減の取組の進ちょく状況

人件費削減率（補正値）
（％）

人件費削減率
（％）


	Ⅰ役員報酬等について
	Ⅱ職員給与について
	Ⅲ総人件費について
	Ⅳ法人が必要と認める事項

